
第１４号 

 

 

専 決 処 分 書 

 

令和６年度沼田市一般会計補正予算（第２号） 

 

 

 令和６年度沼田市の一般会計の補正予算（第２号）は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ２６２，３０２千円を追加し、歳入歳出予

算の総額を歳入歳出それぞれ２２，７４０，１２３千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算

の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

上記、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により専決処分す

る。 

 

 

  令和６年７月１日 

 

 

                          沼田市長  星 野   稔    



－1－ －2－

第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算 補 正

歳 入

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

（単位：千円）

3,111,425262,3022,849,12315 国 庫 支 出 金

1,029,146262,302766,8442 国 庫 補 助 金

22,740,123262,30222,477,821歳 入 合 計



－3－ －4－

歳 出

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

（単位：千円）

8,366,185262,3028,103,8833 民 生 費

5,260,753262,3024,998,451 1 社 会 福 祉 費

22,740,123262,30222,477,821歳 出 合 計



 

 

 

 

 

 

 

令  和  ６  年  度 

 

 

沼田市一般会計補正予算（第２号）に関する説明書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



－5－ －6－

歳 入 歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書

１　総　括

歳 入 （単位：千円）

款 補 正 前 の 額 補 正 額 計 備 考

15 国 庫 支 出 金 2,849,123 262,302 3,111,425

262,302 22,740,123歳     入     合     計 22,477,821



－8－－7－

地 方 債国県支出金

歳 出

款 補正前の額 補　正　額

（単位：千円）

計

そ の 他
一般財源

補 正 額 の 財 源 内 訳

特     定     財     源 備 考

民 生 費 8,103,8833 8,366,185262,302 262,302

歳     出     合     計 22,477,821 262,302 22,740,123 262,302



－9－ －10－

補正前の額

２　歳　入
15 国庫支出金

（単位：千円）

款              項              目 補 正 額 計
区   分

節

金   額
説     明

15 国庫支出金 2,849,123 3,111,425262,302

2 国庫補助金 766,844 1,029,146262,302

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金 262,302総務管理費補助金1 総務費国庫補助金 367,088 629,390 3 262,302262,302



－11－ －12－

３　歳　出
3 民生費

（単位：千円）

款  項  目 説    明

節

区　　分 金　　額
補正前の額 補 正 額 計

補 　正 　額   の   財   源   内   訳

特    定    財    源
一般財源

そ の 他地 方 債国県支出金

3 民生費 8,103,883 262,302 8,366,185 262,302

1 社会福祉費 4,998,451 262,302 5,260,753 262,302

○物価高騰対応重点支援事業（調整給付）1 社会福祉総 548,718 262,302 811,020 262,302 10需 用 費 66 151,820

    物価高騰対応重点支援事業（調整給付） 151,820務費

      口座振替手数料11役 務 費 691 275

      業務委託料 1,545

      物価高騰対応重点支援給付金（調整給付）12委 託 料 1,545 150,000

○物価高騰対応重点支援事業（均等割のみ課税化給付） 50,219

    物価高騰対応重点支援事業（均等割のみ課税化給付）18負担金､補助 260,000 50,219

      印刷製本費及 び 交 付 金 30

      口座振替手数料 55

      通信運搬費 134

      物価高騰対応重点支援給付金（均等割のみ課税化給

      付） 50,000

○物価高騰対応重点支援事業（非課税化給付） 60,263

    物価高騰対応重点支援事業（非課税化給付） 60,263

      印刷製本費 36

      口座振替手数料 66

      通信運搬費 161

      物価高騰対応重点支援給付金（非課税化給付） 60,000


